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2010年3月期 2011年3月期 2012年3月期 2013年3月期

（百万円 )
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日通グループ経営計画のあゆみ

2009年4月～2010年3月

 複合事業 38.6%
 警備輸送 2.8%
 重量品建設 2.7%
 航空 9.6%
 海運 6.2%

 米州 5.0%
 欧州 4.4%
 東アジア 6.0%
 南アジア・
 オセアニア 3.7%

 販売 19.2%
 その他 9.1%

米州 94,697

欧州 84,579

東アジア 115,068

南アジア・オセアニア 70,225

1,142,508•報告セグメント別
 売上高比率

2009年度 日通グループ 
経営基盤強化方針

新たなる
飛躍に向けて

グローバル5極体制へ移行

国内拠点の統廃合開始

• 米国の物流会社
 Associated Global 

Systems, Inc.の全株式取得

• 香港の物流会社　APC 
Asia Pacifi c Cargo (H.K.)
Limitedの全株式取得

• イタリアの物流会社　
Franco Vago S.p.A.

 の全株式取得

2016年3月期

1,909,105百万円

•海外地域別（海外会社）
 売上高

•国内会社売上高

※ グラフの比率は調整額を除い
て作図しております。

2016年3月期の事業概況

日通グループ経営計画2012

―新たなる成長へ―

2010年4月～2013年3月

•グローバルロジスティクス企業としての成長
•戦略的環境経営の推進

•経営基盤の強化
•CSR経営の推進

基本戦略
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集大成となる
新経営計画始動

• 日通NECロジスティクス（株）の発足
 （2014年子会社化）

• 日通・パナソニック ロジスティクス（株）
の発足　子会社化

• 組織改正の実施
 （九州、関西、中部）

• 組織改正の実施（関東、本社）

• （株）ワンビシアーカイブズの全株式取得

• 名鉄運輸（株）の株式一部取得（2016年
4月実施）

将来の見通しに関する注意事項:
本アニュアルレポートには、将来についての計画や戦
略、業績に関する内容が含まれております。これらは、
現在入手可能な情報から当社が判断した見通しであり、
経済情勢、事業環境、需要、為替レートの変動等により、
実際の業績が見通しと大きく異なる可能性があります。

※ 「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 
平成25年9月13日）等を適用し、2015年3月期まで
の「当期純利益」は、2016年3月期以降は「親会社株
主に帰属する当期純利益」と表示変更されますが、当
レポート（財務セクションを除く）では「当期純利益」
と表記しています。

目次

1 日通グループ経営計画のあゆみ
2 新経営計画の概要
4 社長インタビュー

10 特集
14 コーポレート・ガバナンス

17 取締役・執行役員・監査役
18 財務セクション
64 グローバルネットワ－ク
68 会社情報
69 株式情報

陸海空「ワンストップ体制」への大幅な組織改正実施

日通グループ経営計画2015

―改革と躍進―

2013年4月～2016年3月

•グローバルロジスティクス事業の更なる拡大
•国内事業の経営体質強化

基本戦略

•グループ各社の多様性を活かした事業拡大
•CSR経営に基づく、事業を通じた社会への貢献

p2～3、p10～13
をご覧ください



新経営計画の概要

※セグメント間取引消去前の数値

2019年3月期目標 2016年3月期に対する
成長額 /成長率

売上高 　2兆1,500億円 2,408億円 /12.6%

営業利益 750億円 202億円 /36.9%

当期純利益 450億円 93億円 /26.2%

国際関連事業売上高 8,600億円 ―

ROA（総資産利益率） 2.8% 0.4ポイント

投資計画（3カ年） 2,000億円 ―

日通グループ経営計画2018　―新  世界日通。―
2016年4月1日～2019年3月31日

※日通グループとして原単位で2010年3月期を基準

目標 2016年3月期実績

売上高 1兆8,000億円 1兆9,091億円
営業利益 540億円 547億円
当期純利益 340億円 356億円
ROA（総資産利益率） 2.5% 2.4%

国際関連事業売上高比率 40% 36.2%

国内複合事業営業利益率 3% 3.1%

CO2排出量 年平均1.0%以上の削減※ 経営計画期間中の平均削減率
4.1%

日通グループ経営計画2015  ―改革と躍進―
2013年4月1日～2016年3月31日

前経営計画の振り返り

セグメント別数値目標
（2019年3月期）

セグメント 売上高 営業利益

ロジスティクス

日本 1兆3,000億円 480億円

米州 1,000億円 56億円

欧州 900億円 38億円

東アジア 1,350億円 42億円

南アジア・
オセアニア 1,050億円 36億円

警備輸送 560億円 17億円

重量品建設 530億円 33億円

物流サポート 4,720億円 104億円
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新経営計画の概要

　2016年4月からスタートした「日通グループ経営計画2018 ―新  世界日通。―」は、2010年に開始した「経営計画2012」、

およびそれを継承した「経営計画2015」で示した日本通運グループ経営施策の総仕上げとなる「3カ年の経営計画」です。

当社グループにおける中長期の方向性を示し、将来の持続的な発展への基礎固めとする3年間でもあります。前経営計画期間

では、お客様起点の組織への変革を実現することを目指し、組織の壁を取り払い、当社グループの陸海空の総合力を発揮できる

ワンストップ体制を確立するため、事業構造改革を断行いたしました。この事業構造改革を踏まえ、国内（日本）事業の収益性

を更に向上させ、真のグローバルロジスティクス企業を目指します。

■ 数値目標



世界の国々や地域において、物流を核としたサプライチェーンソリューションを提供し、
お客様のグローバル展開に貢献していく

日通グループの目指す姿

『グローバルロジスティクス企業』
日通グループの目指す姿

『グローバルロジスティクス企業』

　本経営計画では、当社グループの目指す姿である『グローバルロジスティクス企業』の実現に向けて、2016年3月期まで

取り組んできた「日通グループ経営計画2015」での事業構造改革を踏まえ、国内（日本）事業の収益性を更に向上させ、真の

グローバルロジスティクス企業となるべく、注力する事業領域と成長地域へのBtoBに特化した集中投資を行い、利益に拘る

グループ経営を推進してまいります。重点戦略として、縦軸に面としての「エリア戦略」を、横軸に強化・変革の対象として

の「機能戦略」を展開し、着実に実現していきます。
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■ 重点戦略

営業力の徹底強化

エリア戦略

日本 海外

コア事業の強化と高度化

グループ経営の強化

経営基盤の強靭化

グループCSR経営の更なる強化

機
能
戦
略

「
成
長
性
」と「
収
益
性
」の
両
立

日
通
グ
ル
ー
プ
の
成
長
を
牽
引

日通グループ経営計画2018

■ 基本方針

p10～13特集をご覧ください。



社長インタビュー

2016年4月より開始した新経営計画「日通グループ経営計画2018－新  世界日通。－」は、

経営計画2012、経営計画2015で示した日本通運グループの経営施策の集大成であり、加えて、

当社グループの中長期の方向性を示し、将来の持続的発展への布石と位置づけています。

代表取締役社長
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　2016年3月期は、国内の良好な企業収益に牽引され

たものの、海外経済の減速や円高・株安などの要因の

ため、不透明な状況であったと認識しています。

　2017年3月期については、英国のEU離脱の可能性な

どのリスク要因、米国での設備投資の抑制、中国経済に依

然として不安要素が残ることや、アジアの新興国経済の

回復基調が緩慢になることなどを受け、世界経済はやや

足踏み状態となり、成長率も減速すると見込んでいます。

　物流業界においては、国内貨物は設備投資に引き続

き堅調な伸びが見込まれる一方、個人消費が伸び悩

み、公的需要や外需にも大きな押し上げ効果が期待で

きず、実質経済成長率は低成長が続くと思われます。

また、国際貨物については、世界経済の減速が上期ま

で残るといった影響や、中国、ASEAN、その他新興国

の回復に期待ができないことから、全体では微減にな

ると予測しています。

　物流は社会インフラとして、あらゆる産業や国民生

活に幅広く影響を及ぼし、より一層、社会での重要性

が高まっているものと認識しています。

　第一に、物流の役割は物を運ぶことにとどまらない

時代になっています。当社グループは、将来的には物

流に関わる情報を含め業務範囲を更に広めていき、お

客様のサプライチェーンの全体像を構築する役割を

担っていきます。第二に、災害時などに物流のネット

ワークやシステムを社会に役立てるべく備えておく必

要があります。当社グループは災害対策基本法に定め

られた指定公共機関として、国や地方公共団体と協力

し、国民の生命・身体・財産を保護するための役割を

果たします。更に、当社グループ及びお客様企業の事

業継続、早期再開、地域社会の復旧に向けた支援を

行っていきます。第三に、当社グループは日本の物流

業界におけるリーディングカンパニーとして業界を

牽引する意識を持ち、業界での課題に対する新たな取

り組みに挑戦していきます。物流業界は事業環境の大

きな変化にさらされ、収益性の高いビジネスモデル確

立のため構造転換が迫られています。当社グループは、

次世代の産業構造を示すべく、新たな挑戦を継続して

いきます。

国内外の経済の動向、及び物流業界の現状についてどのように捉えていますか。

物流業界が転換期を迎えるなか、日本通運グループが社会において担うべき
役割をどのようにお考えでしょうか。

Q1

Q2

　当社グループは、2011年3月期以降に実施した2つ

の経営計画「日通グループ経営計画2012－新たなる

成長へ－」と「日通グループ経営計画2015－改革と

躍進－」において、「グローバルロジスティクス企業」

となるべく、世界市場が一体化し、より高度なロジス

ティクスソリューションが求められているなか、当社グ

ループが持つグローバルネットワークを基に、日本企

業の海外展開をサポートすることを意識して、これま

で「世界日通。」を掲げてきました。

　更にもう一歩進んで、世界の国々や地域において、日

本企業のみならず、あらゆるお客様のグローバル展

開に貢献し、未来を見据えた新しい当社グループの姿

では、日本通運グループの中長期的に目指す姿をどのように設定していますか。Q3
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するとともに、本社機能の見直しも行い、将来の収益

の柱となる新規事業や商品開発のためマーケティング

機能の強化、グローバル関連部署の拡充を果たしまし

た。これにより、お客様志向の営業強化と経営資源の

選択と集中、効率化という経営課題に対し、ワンス

トップでサービスを提供できる組織を構築し、営業か

らオペレーションまで一貫して対応するお客様起点の

アカウント営業体制の確立を進めてきました。国内の

東京、大阪、名古屋の三大都市圏におけるワンストッ

プサービスの提供はすでにお客様から高い評価を得て

います。更に海運事業の横串化により連携が進み、地

方港での海運事業が活性化するなど、大都市圏以外で

の事業にも影響をもたらしています。

　数値実績については、ROAと国際関連事業売上高比

率は目標値に届かなかったものの、国内の複合事業営

業利益率3%の目標をはじめ、売上高、営業利益、当期

純利益などの各目標数値を達成しました。これは、グ

ループ一丸となってコストコントロール、海外事業の

強化に取り組んだ結果、及び新たに当社グループに加

わった会社の貢献によるものと評価しています。

　これまでの事業構造改革の集大成として、国内事業の

収益性を更に向上させ、「真のグローバルロジスティク

ス企業」となるべく、注力する事業領域と成長地域への

BtoBに特化した集中投資を行い、利益に拘るグループ

経営を推進していきます。営業利益750億円の達成（計

画最終年度）を目標としたのは、その決意の表れです。

　重点戦略として、「エリア戦略」と「機能戦略」を置

き、それぞれに施策を立てています。「エリア戦略」は、

日本を世界における一つの極と位置づけ、「成長性」と

「収益性」の両立を図ります。海外は「日通グループの

成長を牽引」する地域として位置づけます。

　「機能戦略」では、地域を問わないグループ全体での戦

略として、5つの軸、「営業力の徹底強化」「コア事業の強

化と高度化」「グループ経営の強化」「経営基盤の強靭化」

「グループCSR経営の更なる強化」を設定しました。

　この経営計画の目標達成に向けて、面としての「エリ

ア戦略」、強化・変革の対象としての「機能戦略」、これ

ら2つの重点戦略を着実に実現していきます。

　まず、「エリア戦略」については、日本を世界の一極

と位置づけ、地域特性に適応した事業展開、国内事業

の強化、及び新規事業軸の構築により、事業構造改革

の深化を推進、利益に拘り、「成長性」と「収益性」の両

立可能な基盤を構築することが一つです。また、海外

では、引き続き南アジアを中心としたアジアへの経営

資源の集中投下を強化していきます。アジアにおいて

圧倒的な地位を確立し、アジア発着貨物の取扱いを拡

大することで、欧米を含めたグローバルレベルでの成

長を実現していきます。

　一方、「機能戦略」については、まず、ワンストップ

営業とアカウントマネジメントをグローバルに展開す

ることで、顧客起点での営業力を徹底的に強化してい

きます。また、コア事業であるグローバルフォワー

ディング事業、及びロジスティクス事業の強化と高度

化を果たし、収益性を確保します。

　これらの戦略について、詳しくは特集ページ（p10～

13）をご覧ください。

2016年4月から開始した「日通グループ経営計画2018－新  世界日通。－」
についてお聞かせください。

重点戦略である「エリア戦略」、「機能戦略」のポイントをお聞かせください。

Q6

Q7
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　当社グループにとってのCSRとは、物流を通して世

界の人々のより良い暮らしと産業の発展を支え続ける

ことだと捉えています。

　新経営計画においては、「グループCSR経営の更な

る強化」を機能戦略の一つとして掲げ、様々な施策に

取り組んでいます。引き続き、安全をベースに、多様な

輸送モードで社会の更なる発展のために貢献するとと

もに、環境保全活動にも力を注いでいきます。更にス

テークホルダーに対する責任を果たし、ステークホル

ダーとの良好な関係を築きながら、企業理念の実現を

目指して持続的に成長していきます。災害等における

緊急救援物資の輸送など、社会への貢献を果たす活動

についても、引き続き積極的に手掛けていきます。

　また、グローバルロジスティクス企業として、地球

環境への責任や良識ある企業行動、人権の尊重を重要

課題に定めた「Nippon Express’ Global CSR」の取り

組みを、当社グループ全体で進めてまいります。

CSR経営について方針や方向性を、お聞かせください。Q9

　当社グループでは、これまでも年間に平均500億円

程度の投資を続け、国内外に物流拠点を配し、総合物

流企業としての基盤を充実させてきました。新経営計

画の投資計画は、3年間で2,000億円を予定していま

す。2017年1月竣工予定である当社最大規模の物流

施設「Tokyo　C－NEX」等の国内の拠点強化と、海外

事業、特に南アジアでの事業強化に充てられます。

　M&Aの投資については上述の2,000億円とは別枠

としています。当社グループでは、M&Aの基本方針と

して3つのターゲットを設定しています。ひとつ目は

航空・海運フォワーディングネットワーク、及び新興

国における域内・国内の輸送事業会社で、当社グループ

が未参入、若しくは取扱い実績の少ないレーンにおい

て強みを持つ企業です。2つ目は、新規事業の創出に必

要な顧客、機能、技術、商品、サービスを保有する企業で

す。3つ目は地域・顧客の補完と拡充を目的として、日

通グループが弱い地域・顧客層を補完し得る企業です。

これらのM&Aを通じて、グローバルロジスティクス事

業の拡大を実現し、企業価値向上を図ります。

投資戦略についてお聞かせください。　Q8
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　国内における企業収益の下振れ等による荷動きの低

迷に加え、海外においても中国をはじめとした新興国

経済の成長鈍化等による輸送需要の減少、円高による

為替の影響等により、減収となる見通しですが、一方、

国内外における地域特性に適応した事業展開、及びワ

ンストップ営業とアカウントマネジメントのグローバ

ル展開によるお客様起点での営業強化等の効果や、利

用運送費や外注費等のコストコントロール等により、

営業利益、経常利益、当期純利益は増加する見込みです。

　これまでの構造改革により、外部環境の変化への対

応力が強化されてきたと感じています。加えて、当社グ

ループのコア事業の一つであるフォワーディングビジ

ネスを一層強化することで、更に収益力を高めていき

たいと考えています。

　当社は、株主の皆様への利益還元を最重要施策の一

つと認識しており、営業の拡充と企業体質の強化に努

め、株主資本の拡充と利益率の向上を図るとともに、

利益還元の充実に努める方針です。

　株主の皆様への配当は、2015年3月期まで1株当

たり年間10円を維持していましたが、2016年3月期

に年間11円へと引き上げました。配当性向は30～

40%を目安としています。また、自己株式の取得につ

いては、将来の投資計画、資金需要を見据えながら、

継続して前向きに検討しています。なお、2016年7月

29日の取締役会において、資本効率と株主価値の向

上を目的として、自己株式の取得を行うことを決議し

ました。2016年8月1日より2017年2月28日の期

間で、取得し得る株式の総数は4,000万株を、株式の

取得価額の総額は300億円をそれぞれ上限としてい

ます。株主還元のあり方については、これからも株

主・投資家の皆様方の声に耳を傾け、選択の幅を広げ

ていきたいと考えています。

　一方、内部留保については、物流拠点の整備、車両の

代替などの設備投資と経営計画の達成に必要な各種施

策の実行のために資金を活用させていただき、企業価

値を高めていきたいと考えています。この３年間の新

経営計画の目標の達成により経営基盤を固め、更なる

飛躍的な成長を目指していきたいと考えています。

　引き続き、ご支援を賜りますよう、お願い申し上げ

ます。

2017年3月期の見通しについてお聞かせください。

最後に、株主・投資家の皆様へのメッセージをお願いいたします。

Q10

Q11

2017年3月期の見通し 前期比

売上高 1兆 8,440億円 3.4%減

営業利益 570億円 4.1%増

経常利益 630億円 1.0%増

当期純利益 360億円 1.0%増
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（2016年7月29日現在）



　日本を世界における一極と位置づけ、地域特性に適応した
事業展開を図り、事業構造改革の深化を推進することで、日本
の物流需要を確実に取り込み、成長性と収益性の両立可能な基盤
を構築していきます。
　大都市圏ではグローバル企業との取引を拡大し、それ以外の
地域では当社グループが持つ物流機能を最大限に提供すること

で「地域密着型営業」を強力に推進します。
　国内事業の強化として、自動車運送事業におけるネットワー
クの強化と引越事業の改革、警備輸送事業と不動産事業は既存
事業強化に加えて、新規ビジネスを見据えた展開を図ります。ま
た、国内で構築する新規事業軸を、航空、海運のプラットフォー
ムを活用して、海外、特にアジア地域への積極展開を図ります。

「成長性」と「収益性」の両立

事業構造改革の深化

地域特性に適応した事業展開 国内事業の強化と新規事業軸の構築

国内事業の強化と新規事業軸の構築を推進し、
「成長性」と「収益性」が両立可能な事業基盤を構築

新規事業軸の構築

アジア地域へ
積極展開

国内事業の強化
自動車
運送事業 引越事業

新警備輸送
事業

産業プラット
フォーム

不動産
事業事業

航空事業

海運事業

大都市圏におけるグローバル企業との取引拡大
• 顧客起点の営業強化
• 経営資源の選択と集中、効率化を推進

日本における物流需要を確実に取り込むことで
「成長性」と「収益性」の両面の実現を目指す

地域顧客のニーズに応じたロジスティクスサービスの提供
• 日本通運グループの物流機能を最大限に提供
• 「地域密着型営業」を強力に推進

Europe

Japan

South Asia & 
Oceania

The Americas
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特集：「日通グループ経営計画2018　―新  世界日通。―」 重点戦略

　エリア戦略では、日本を世界における一つの極と位置づけ、「『成長性』と『収益性』の両立」の実現を図り
ます。成長が鈍化している日本経済のなかで、運輸業の経済活動は比較的底堅いものと考えられ、事業・
顧客基盤を最大限活用して物流需要を確実に取り込み、「成長性」と「収益性」を実現します。
　海外は「日通グループの成長を牽引」する地域として位置づけます。アジアへの経営資源の集中投下に
より、アジアにおいて圧倒的な地位を確立し、欧米を含めたグローバルレベルでの成長を実現します。

日本

ま
顧

よ

エリア戦略

　世界市場が一体化し、より高度なロジスティクスソリューションが求められているなか、日本企業の海外展開をサポート
することを意識して掲げてきた「世界日通。」から、更に一歩進み、世界中のあらゆるお客様のグローバル展開に貢献していく
ために、「日通グループ経営計画2018」では「新  世界日通。」をテーマに掲げています。
　重点戦略として「エリア戦略」と「機能戦略」を置き、これらを着実に実現していくことにより、グループの目指す姿である
「グローバルロジスティクス企業」としての存在感を高めていきます。

East Asia



地域特性に適応した事業展開

　アジアにおける圧倒的な地位を確立していくことを成長の軸
とし、アジアに経営資源の集中投下を行います。特に、南アジ
ア・オセアニアでは、戦略的な拠点展開と事業構築を加速しま
す。一方、長い歴史を持つ米州、欧州及び東アジアにおいては、
成長とともに収益性の向上に比重を置くことを基本とします。
　自動車、アパレル、電機精密、医療医薬といった重点産業への

取組みを一層強化するとともに、収益性を確保できる航空機、
鉄道、生鮮品、食品など新たな産業分野へと業容を拡大してい
きます。
　加えて、当社グループが強みを持つ重量品建設事業はグロー
バルへの展開、海外引越事業は事業領域の拡大と非日系顧客の
開発を進めていきます。

海外

アジアへの経営資源の集中投下

グローバルレベルでの成長を実現

 ̶ アジアにおいて圧倒的な地位を確立̶

日通グループの成長を牽引

■ 米州、欧州、東アジアでの収益性向上

■ 南アジア・オセアニアにおける成長

■ 重量品建設事業のグローバル展開

■ 海外引越事業における事業領域の拡大と
非日系顧客の開発

• アジアにおける電力や運輸等のインフラ分野
への強い投資ニーズ

• 重量品建設事業の成長機会が多数存在

強みを持つ事業の海外展開強化
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重点戦略

営業力の徹底強化

エリア戦略

日本 海外

コア事業の強化と高度化

グループ経営の強化

経営基盤の強靭化

グループCSR経営の更なる強化

機
能
戦
略

「
成
長
性
」と「
収
益
性
」の

両
立

日
通
グ
ル
ー
プ
の
成
長
を

牽
引

日通グループ経営計画2018

日通グループの目指す姿

『グローバル
ロジスティクス企業』



　ワンストップ営業の徹底とアカウントマネジメントの強化をグローバルに展開することで、顧客起点での営業力を強化し、
グローバルロジスティクスの獲得を目指します。

　グローバルフォワーディング事業、及びロジスティクス事業について、調達力・開発力・販売力の強化により、競争力を高め、収益性
を確保します。

　グローバルレベルでの全体数量を基にした
購買交渉によるコスト削減と、混載仕立の効率
化による競争力の高い販売価格の設定により、
グローバル企業への数量、シェア拡大を実現し
ます。また、アジア域内でのネットワークを一
層充実させ、フォワーディングの強固なインフ
ラ構築を行います。

営業力の徹底強化

コア事業の強化と高度化

顧客起点での営業力強化

グローバルフォワーディングの競争力向上による拡大

ロジスティクス事業の収益力強化

ロジスティクスソリューションの機能強化

■ ワンストップ営業の徹底 ■ アカウントマネジメントの強化

• 顧客サプライチェーンへの貢献領域の拡大
• 既存顧客の新規案件獲得
• LLP※としての事業領域の拡大
• 既存事業の水平展開

• 重要顧客に対するロジスティクス提案強化
• 産業別営業の推進
• 非日系企業への営業拡大
• 顧客別収益管理の強化

アジア発着
トラフィックの
取扱い拡大

購買力
強化

1

24

3

混載仕立て
強化

グローバル
企業への入札
対応強化

イントラ
アジア圏の
ネットワーク
拡充

• グループ各社の機能を活用したロジスティクスソリューションの企画・開発・販売体制の確立
• 物流エンジニアリングの研究開発、及び実用化の強化
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　機能戦略では、地域を問わないグループ全体での戦略として、「営業力の徹底強化」「コア事業の強化
と高度化」「グループ経営の強化」「経営基盤の強靭化」「グループCSR経営の更なる強化」の5つの
軸を設定し、着実に実現していきます。

機能戦略

※LLP（Lead Logistics Provider／リード・ロジスティクス・プロバイダー）：荷主に代わって物流管理を包括的に行う事業者



　当社グループ全体での経営資源の最適化を図るため、グループ
内での経営管理を徹底し、選択と集中を進めるとともに、戦略
的な経営資源の拡充に向けて、M&Aも視野に入れた施策を実
行していきます。M&Aでは、当社グループが未参入、若しくは

取扱実績の少ないレーンにおいて強みを持つ企業、新規事業に
必要な機能等を保有する企業、当社グループが弱い地域や顧客
層を補完し得る企業へとターゲットを絞り、グローバルロジス
ティクス事業の拡大を実現し、企業価値向上を図ります。

　グローバル企業に求められる経営判断の迅速化と、グローバルレベルでの競争力の強化を目指し、経営の柔軟性、迅速性を高める
ために本社機能の改革を行うことをはじめ、経営基盤全体の強靭化を図っていきます。

　グローバル企業としての社会的責任を果たすべく、「安全・安心」を基本とした物流サービスを世界中の人々に提供することで、
社会的課題の解決と持続可能な社会の発展に貢献していきます。

グループ経営の強化

経営基盤の強靭化

グループCSR経営の更なる強化

グループ経営資源の最適配置

■ グループ各社が保有するリソース・ノウハウのグループ内への横展開と共有の推進

■ グループ各社の経営目標の明確化　―各社予算とグループ内での機能―

■ 事業の選択と集中

■  経営システムの革新

■  業務の生産性・品質向上によるコスト競争力強化

■  業績管理制度の見直し

■ 安全最優先

■ コンプライアンスの強化

■  株主還元の考え方

■  人材マネジメントの革新

■  グループ IT構造改革

■ 働きやすい環境作りの強化

■ CSRに基づく事業の確立
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グローバル
ロジスティクス
事業の拡大

企業価値向上

① 航空・海運フォワーディングネットワーク、及び新興国における域内・国内輸送事業会社
　 当社グループが未参入、若しくは取扱い実績の少ないレーンにおいて強みを持つ企業

② 新規事業領域
　 新規事業の創出に必要な顧客、機能、技術、商品、サービスを保有する企業

③ 地域・顧客の補完と拡充
　 当社グループが弱い地域・顧客層を補完し得る企業

日通グループの企業価値向上に資するM&A



　日本通運（株）は、コーポレート・ガバナンスの充実・強化、コ
ンプライアンスの徹底、経営の透明性確保が重要であるとの認
識に立ち、「迅速な意思決定によるスピード経営の実現」と「責
任体制の明確化」を基本方針としております。これらを実現す

るために、経営上の組織体制を整備し、必要な施策を実施して
いくことを、最も重要な課題の一つと位置づけております。な
お、当社は、「コーポレートガバナンス・コード」の各原則をす
べて実施しています。

組織形態 監査役設置会社

取締役の人数（うち、社外取締役の人数） 15名（3名）

取締役の任期 1年

取締役会の開催回数 原則として毎月1回及び必要に応じて随時開催

2016年3月期の開催実績：20回

監査役の人数（うち、社外監査役の人数） 5名（3名）

監査役会の開催回数 原則として3カ月に1回及び必要に応じて随時開催

2016年3月期の開催実績：8回

執行役員制度の採用 有

執行役員の人数（うち、取締役兼務者） 30名（11名）

執行役員の任期 1年

執行役員会の開催回数 原則として毎月1回及び必要に応じて随時開催

（2016年6月29日現在）
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コーポレート・ガバナンス

コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

コーポレート・ガバナンスの実施状況

　当社は監査役設置会社です。また、当社では、取締役会、監査役会に加え、迅速な意思決定及び業務執行を目的として執行役員制を
導入しています。

　内部監査につきましては、本社に監査部を設置し、各支店に
も監査担当者を配置しています。内部監査部門は、「監査規程」
に従い、従業員の職務の執行が法令及び定款等に基づいて適正
に行われているか、臨店監査及び書面監査等の内部監査を実施
し、適宜、社長へ報告しています。また、内部監査部門は、経営
上発生する損失の危険を防止するために、「監査規程」に従っ
て指導、助言、勧告を行っています。

　監査役監査は、監査部及び各支店の監査担当者と連携しなが
ら、主要な事業所への往査、子会社の調査を通じた監査を行っ
ています。
　内部監査、監査役監査及び会計監査（新日本有限責任監査法
人を選任）を独立的かつ相互補完的に遂行することにより、客
観性を維持した監査体制を構築しています。

コーポレート・ガバナンス体制

内部監査・監査役



会計監査

選任・解任 選任・解任選任・解任

連携

報告

監査

報告

監査

監査
業務執行

報告
監督

選任

執行部門

株主総会

顧問弁護士

危機管理委員会

社長

執行役員会

会計監査人

コンプライアンス委員会

監査部門

監査役会

本社各本部、本社各部、各ブロック
各事業部、各支店、グループ各社

取締役会

コーポレート・ガバナンス体制についての模式図
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　経営上の重要な事項の決定に際し、社外有識者の知見を取り
入れるとともに、取締役会の業務執行に対する監督機能の強化
を図っています。また、社外監査役3名を含む監査の実施によ
り、経営監視機能の客観性、中立性が十分に確保されているも

のと判断しています。なお、当社の社外取締役3名、社外監査役
3名は、東京証券取引所が定める当社の一般株主と利益相反が
生じるおそれのない独立役員として指定しています。

　当社は、役員報酬等について規定を定め、職責、経営執行状
況等に基づき、取締役の報酬額については取締役会で、監査役
の報酬額については監査役の協議により決定しています。
2006年6月29日開催の第100回定時株主総会において決議
いただいた金額の範囲内において、会社業績、他社水準及び従
業員給与等を考慮し、決定しています。また、2016年6月29

日開催の第110回定時株主総会において、上記報酬限度額とは
別枠で、中長期的な会社業績並びに企業価値の向上に対する貢
献意識を高めることを目的として、取締役及び執行役員（社外
取締役、非常勤取締役及び国外居住者を除く）を対象とした業
績連動型株式報酬制度を導入する旨が決議されました。

社外取締役・社外監査役

役員報酬

社外取締役 選任の理由 2016年3月期における取締役会への出席状況

杉山 雅洋 大学教授として長年にわたり交通・運輸関係を研究するなど、豊
富な経験を有しています。 20回中20回

中山 慈夫 弁護士として長年培われた法律知識及び豊富な実務経験を有し
ています。 20回中20回

安岡 定子 論語の研究をはじめとして幅広い年代の方々への教育活動を
行っており、深い教養と豊富な経験を有しています。 14回中14回※1

社外監査役 選任の理由 2016年3月期における
取締役会への出席状況

2016年3月期における
監査役会への出席状況

今野 洋美 過去に（株）みずほフィナンシャルグループほかの業務執行者とし
て、金融機関における長年の経験を有しています。 20回中20回 8回中8回

野尻 俊明 学識経験者として特に物流に関する政策に精通し、経済における
専門的知識と教育機関の組織運営者としての実績を有しています。 ̶※2 ̶※2

青木 良夫 公認会計士として豊富な経験と財務・会計に関する専門的な知
見を有しています。 ̶※2 ̶※2

※1  2015年6月26日開催の第109回定時株主総会において新たに選任されたため、2015年6月26日以降に開催された取締役会への出席状況を記載しています。
※2  2016年6月29日就任



日本通運グループCSR報告書

　日本通運グループでは、日本通運グループCSR報告書を発行しています。同報告書では、CSR（企業の社会的
責任）活動を中心に、コーポレート・ガバナンスについてなど、さらに詳しい内容を掲載しています。
　当社グループのCSR活動に関して、皆様のご理解を深めていただければ幸いです。

http://www.nittsu.co.jp/corporate/csr/report/
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危機管理体制

　当社では、企業経営に重要な影響を及ぼすリスクを低減させ
るとともに、非常事態が万一発生した場合に、これに迅速かつ
的確な対応ができる危機管理体制の確立を目的として制定し
た「危機管理規程」のもと「災害管理規程」「海外危機管理規程」
「システムリスク管理規程」「新型インフルエンザ管理規程」
の4つの規程から危機管理体制を構築しています。また、本社
に「危機管理委員会」を設置し、リスク管理体制の整備に努め
ています。広域災害や新型インフルエンザ、情報システムリス
クをはじめ、海外での非常事態といった様々なリスクへの対応
を定めるとともに、「日通グループ災害対策規程」に基づき、グ
ループ内での連携強化を図っています。

　更に、当社は「災害対策基本法」や「国民保護法（武力攻撃事
態等における国民の保護のための措置に関する法律）」及び「新
型インフルエンザ等対策特別措置法」に定める「指定公共機関」
に指定されており、震災時には緊急物資輸送を行うなど、被災
地の復旧・復興に向けた活動に取り組み、「指定公共機関」とし
ての役割を果たしてきました。
　また、緊急時の備蓄品や新型インフルエンザ対策のため衛生
用品を整備するとともに、災害による電話回線の断絶にも対応
できるよう、本社関係部署をはじめ、全国主要拠点には衛星携
帯電話や災害時優先携帯電話を配備し、非常事態における迅速
な連絡体制を構築しています。

　全従業員が法令を順守して倫理性を確保するための行動指
針として「コンプライアンス規程」を制定し、社長を委員長と
する「コンプライアンス委員会」を本社に設置すると同時に、
本社及び各支店にコンプライアンス責任者及びコンプライア

ンス推進者を配置しています。また、従業員の法令等の違反及
び不正行為、その他の企業倫理に違反する行為を防止、もしく
は早期に発見して是正するために、内部通報制度「ニッツウ・
スピークアップ」を導入し、運用しています。

　当社は、大規模災害や新型インフルエンザの蔓延といった脅威
が発生した場合でも、事業の継続を可能とするべく、「事業継続
管理（BCM）基本方針」及び「事業継続計画（BCP）」を策定して
います。東日本大震災においても事業継続計画を迅速に発動す
ることにより、緊急救援物資の輸送をはじめとして、事業の継続
を図ってきました。

　日本通運グループ各社は、自然災害、産業災害、人為災害によっ
て発生する非常事態に対し、従業員や家族の生命、健康を最優先に
しつつ、「災害対策基本法」や「国民保護法」、「新型インフルエン
ザ等対策特別措置法」に定める「指定公共機関」並びに、サプライ
チェーンの一翼を担う社会機能維持者として求められる社会的責
任を果たせるように、可能な限り事業の継続に取り組んでいます。

危機管理体制の構築

コンプライアンス経営の推進体制

事業継続のための体制（BCM・BCP）

内部統制システムの構築

　当社では、「日本通運グループ行動憲章」を規定し、企業活動
を行っていくうえで果たすべき役割と責任を明確にしていま
す。更に「内部統制システムの整備に関する基本方針」を制定

し、有効な内部統制体制の構築、経営の透明性と効率性の向上
に努めています。

内部統制システムに関する基本方針



取締役・執行役員・監査役
（2016年6月29日現在）

取締役  常務執行役員

秋田　進
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常務執行役員 執行役員 常勤監査役 監査役

代表取締役会長

取締役  専務執行役員

代表取締役社長  社長執行役員

取締役取締役 執行役員

代表取締役副社長  副社長執行役員

渡邉　健二川合　正矩

中山　慈夫※1 安岡　定子※1

大日向　明

寺井　克宏

佐久間　文彦 杉山　雅洋※1

石井　孝明

伊藤　豊

林田　直也

後藤　康弘

村上　浩之

横尾　行雄

小渕　雄二

髙橋　康紀

近藤　晃

井手　憲文

和田　貴志

今野　洋美※2

鈴木　達也

野尻　俊明※2

青木　良夫※2

島内　技 竹津　久雄

内田　敏朗

堀切　智

池田　誠

佐藤　武司

宮脇　一郎

田中　和志

青山　陽一

杉山　龍雄

中村　栄一

小林　弘一

植松　満

吉岡　英
※1  社外取締役
※2  社外監査役

齋藤　充
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本アニュアルレポートの連結財務諸表
及び、注記事項、連結付属明細表、その
他につきましては、金融商品取引法に基
づき作成した第110期有価証券報告書
からの抜粋です。







































































































株式情報
（2016年3月31日現在）

上場取引所 東京

株式数 発行可能株式総数: 3,988,000,000株
発行済株式の総数: 1,038,000,000株

株主数 60,445名

株主名簿管理人
特別口座の口座管理機関

三菱UFJ信託銀行株式会社

所有者別株式の分布状況

大株主の状況
株主名 持株数（千株） 持株比率（%）

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 84,716 8.5

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 83,272 8.3

朝日生命保険相互会社 56,019 5.6

損害保険ジャパン日本興亜株式会社 50,967 5.1

みずほ信託銀行株式会社  退職給付信託  みずほ銀行口
再信託受託者  資産管理サービス信託銀行株式会社

41,500 4.1

日通株式貯蓄会 34,354 3.4

株式会社三菱東京UFJ銀行 21,316 2.1

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口4） 17,273 1.7

STATE STREET BANK WEST CLIENT ‒ TREATY 505234 12,203 1.2

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口7） 10,819 1.1

（注）当社は、自己株式37,068千株を保有しておりますが、上記の大株主からは除外しております。

株価と出来高の推移

2013
4

2014
4

2015
4

2016
3
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（千株）
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60,445名 1,038,000千株

個人・その他 97.3%

その他の法人 1.5%

外国法人等 0.9%

金融機関 0.2%

金融商品取引業者 0.1%

自己名義株式 0.0%

金融機関 47.0%

個人・その他 17.9%

外国法人等 22.5%

その他の法人 7.5%

金融商品取引業者 1.6%

自己名義株式 3.6%

株主数の比率 株式数の比率
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当期純利益（百万円）

営業利益（百万円）

売上高（百万円）

売上高

当期純利益

国際関連事業
売上高比率

ROA（%）

1,569,633

37,535

12,566

1.1

27.0

1,617,185

31,629

8,541

0.7

30.9

1,628,027

37,497

26,949

2.3

30.8

1,613,327

33,206

23,831

1.9

29.7国際関連事業
売上高比率（%)

2010年3月期 2011年3月期 2012年3月期 2013年3月期

（百万円 )

（百万円 )

日通グループ経営計画のあゆみ

2009年4月～2010年3月

 複合事業 38.6%
 警備輸送 2.8%
 重量品建設 2.7%
 航空 9.6%
 海運 6.2%

 米州 5.0%
 欧州 4.4%
 東アジア 6.0%
 南アジア・
 オセアニア 3.7%

 販売 19.3%
 その他 9.1%

米州 94,697

欧州 84,579

東アジア 115,068

南アジア・オセアニア 70,225

1,142,508報告セグメント別
 売上高比率

2009年度 日通グループ 
経営基盤強化方針

新たなる
飛躍に向けて

経営計画

ローコスト体制の
構築

グローバル5極体制へ移行

国内拠点の統廃合開始

 米国の物流会社　AGS
（Associated Global 
Systems）の全株式取得
子会社化

 香港の物流会社　APC
（Asia Pacific Cargo）の
全株式取得　子会社化

 イタリアの物流会社　
Franco Vagoの全株式
取得　子会社化

2016年3月期

1,909,105百万円

海外地域別（海外会社）
 売上高

国内会社売上高

※ グラフの比率は調整額を除い
て作図しております。

2016年3月期の事業概況

日通グループ経営計画2012

―新たなる成長へ―

2010年4月～2013年3月

グローバルロジスティクス企業としての成長
戦略的環境経営の推進

基本戦略「グローバルロジスティクス企業としての成長」

経営基盤の強化
CSR経営の推進

4つの基本戦略


